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Ⅰ　2010年度運動の到達点

１．自治労北海道本部組織強化と組織拡大の取り組み
１．組織強化・拡大の取り組みは、自治労総体の組合員数が長期的かつ構造的に減少へと転じたことを背景に、自治労運動の中心的な課題として取り組んできています。私たち一人ひとりが、組合員の減少に歯止めのかからない現状に対する危機意識を共有化し、主体的に組織化目標を明確にして組織活動を活性化させることが求められています。しかしながら、正規職員以外の仲間を組織化していくことの意義が自治体単組に十分浸透しているとは言えず、圧倒的な未組織労働者を目の前にしながら自治労結集の歩みは遅いと言わざるを得ません。正規職員の採用凍結や抑制による臨時・非常勤等職員の増加や、指定管理制度導入等によって公共サービスを担う民間の労働者が増加し続けています。とりわけ、非正規労働者は自治研作業委員会が行った実態調査によると、いまや職員全体の約30％を占め、その総数は約60万人に上ると推定されます。

　非現業公務員への労働協約締結権回復を踏まえ、単組の交渉力、労使協定の効力を完全にしていくためには、全労働者の過半数組合としての要件を備えることが重要で、職員に占める割合が増えてきている臨時・非常勤等職員の組織化が不可欠となります。

　組織拡大運動を飛躍的に発展させるには、自治体単組が組織拡大運動に積極的かつ主体的に取り組むことが重要です。単に「弱者に手を差し延べる」のではなく、労働者の連帯を拡大することを通して労働者全体の賃金・労働条件・雇用・生活を守っていくという意義を単組・組合員全体に浸透させていくことが組織拡大の成果を大きく左右するだけでなく、組織の強化にもつながっていきます。

２．市町村合併をした単組では、未加盟・未組織自治体との合併によって組織拡大に非常に苦慮している状況もあり、全員加盟に向け道本部・地方本部・単組が連携し取り組みを進めなければなりません。

　昨年に続き脱退単組が発生しました。単組の財政問題や自治労加盟への意義が見い出せないなど理由はさまざまですが、組合員一人ひとりの意志を十分にくみ取った上での結論なのか疑問な部分は多くあります。「労働組合の存在意義」「産別結集への意義」を組合員に実感してもらうためには日頃からの丁寧な取り組みが重要となりますし、道本部・地方本部・単組のつながりを今以上に強くしていく必要があります。

　未加盟単組12単組・未組織1自治体の組織拡大についても、引き続き取り組みを強化していくこととします。

○未加盟　幌延町・利尻町・利尻富士町・礼文町・幌加内町・秩父別町・浦臼町・新十津川町・長沼町・豊浦町・由仁町・中富良野町

○未組織　壮瞥町

３．自治体単組における組合員の減少により、道本部等への納入人員が激減する中で、道本部財政も厳しくなっていきますが、今日まで積み重ねてきた運動の低下は避けなければなりません。そのためには、道本部、地方本部、単組・総支部総体で「何ができるのか」「何をしなければならないのか」などを議論し、実践につなげていかなければなりません。

　また、「休眠単組」といわれている「大会を開催できない」「執行委員会を開けない」「役員改選ができない」などの状態が続いている単組も増えてきています。単組運動を活性化させるためには、「運動の原点は職場」ですから、まずは職場に足を運び組合員との対話のなかから要求事項をくみ上げ、組合員総体での運動にしていく必要があります。さらには、道本部・地方本部・単組総体で、今まで以上に運動を丁寧にしていかなければなりません。また、ここ数年脱退者も増加してきており、未加入者とともに、きめ細かな運動から粘り強く加入に向けて取り組まなければなりません。

４. 団結権獲得を視野に入れ、「消防職員の組織化方針」を第112回中央委員会において確認しました。組織化にあたっては、すでに道消協加盟の単協を結成している消防本部では、引き続き単協の組織率を向上させる取り組みが重要であり、道消協加盟の単協のない消防本部については、消防職員の自主組織の結成と道消協加盟を進めなければなりません。すでに地方本部専従者と道消協ブロック代表者による意見交換を行ったほか組織化の優先度の高い職場での道消協と連携した学習会の開催や単組オルグにも着手しています。この取り組みは、3年間の集中的な取り組みであり道本部・地方本部・単組・道消協のより一層の連携が重要となります。

５．自治研作業委員会が行った「臨時・非常勤等職員の実態調査」の報告によると、自治体で働く臨時・非常勤等職員は全国で60万人になると推定されています。業務実態でいえば「恒常的・基幹的」となっており、正規職員と同等の業務内容・責任でありながら、処遇に関しては圧倒的な格差が存在しています。

　また、2009年４月の総務省通知によって、任用更新回数に上限が設けられた自治体もあり、雇用継続への不安は常に付きまとっています。

　道本部臨時・非常勤等職員連絡会議では、年３回の幹事会で春闘期をはじめとする各闘争期に、基本組織と連携して自らが声を出し行動を起こして安定雇用、均等待遇に向けた単組でのたたかいをつくり、参加することの意思統一を行い、運動を展開してきたところです。また、今年度から副議長を１人増員するとともに、幹事が未選出である宗谷・渡島・日高・網走の地方本部へのオルグを実施して、幹事会体制の補強に取り組みました。

　春闘期では極めて厳しい情勢の中、通勤手当支給や休暇制度の拡充を勝ち取った単組がある一方で、加給金廃止に伴う報酬体系の見直しを受け入れざるを得ない単組もありました。また、交渉に参加できない、合理化提案の内容や交渉経過等の情報が伝えられないといった基本組織との連携不足の課題も浮かび上がっています。

　臨時・非常勤等職員の安定雇用、均等待遇に向けた運動展開を強化するためには、基本組織が意識をもって当該の職員と関わり、組織化を展望した運動展開を行うという強い決意が求められます。

６．北海道社会保険非常勤職員労働組合は、全国社保労組とともに、日本年金機構の発足にともない、日本年金機構職員労働組合（ねんきん機構労組)へ合流することを確認し、2010年４月17日に解散大会を行いました。

　社保庁から厚生労働省に移った職員（非常勤職員を含む)の自治労厚生労働省職員労働組合と、ねんきん機構労組、協会けんぽ労組とあわせて、自治労社会保険関係労働組合連合（社保労連）の北海道地方本部が2010年３月６日に結成され、今後は、ねんきん機構労組北海道地方本部の組織確立・拡大の一環として、非常勤職員の組織化が進められます。

７．道本部に結集する公共サービス民間労組は、自治労北海道公共サービス民間労働組合協議会を組織して、運動方針の意思統一、取り組みの点検・付け合わせを行うとともに、役員・幹事の選出基準の明確化をはかって体制整備を進めてきましたが、留萌・宗谷・日高・釧根の地方本部で幹事が未選出となっているほか、ブロック（地方本部）別交流集会が開催できたのは上川地方本部だけでした。

　公共サービス民間職場の多くは自治体からの委託、指定管理を受けており、昨今の自治体財政悪化のしわ寄せが賃金・労働条件悪化の要因になる構図は変わっていません。
　2010年９月11日に開催した道本部公共サービス民間労組協議会第16回総期大会では、上川地方本部公共民間労組連絡協議会結成の報告や、各単組の厳しいたたかいが報告され、「自治体契約のあり様を変えるのは単組の要求だけではできない。実態に合った公契約のあり方やシステムの確立について中央本部への意見反映を求める」との意見が出されました。
　道本部は、指定管理者制度における課題として、指定期間や指定管理料の削減などによる人員削減・非正規労働者の増大・人材の非定着、賃金などの引き下げが大きな課題として存在することを指摘し、中央本部に対して指定管理者制度の廃止を求めて意見反映をしてきました。

　今後、地方自治法244条の２の５の改正、総務省通知の項目変更・追加や公契約条例制定を実現するために、自治体単組と連携した各自治体における単組の取り組みを、道本部公共サービス民間労組協議会に結集して強化していくことが重要となります。

８．道本部は、中央本部第74回定期大会（横浜）で決定した「組織拡大アクション21」と第79回定期大会（岩手）で決定した「第２次組織強化・拡大のための推進計画」に基づいて組織拡大推進室を設置するとともに、組織拡大専門員と組織拡大オルグを配置して、１人からでも自治労に加入できる「北海道福祉ユニオン」と「北海道環境施設ユニオン」の展開や、公共サービス分野全般を対象にした「じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル）0120-768-068」による労働相談などを、道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」を合言葉にして組織拡大の取り組みを実践してきました。

　この取り組みはすでに８年に及んでいますが、組織拡大推進室の機能をフルに活用していくとともに、各地方本部、単組・総支部が主体的に組織拡大に取り組む体制を構築していく必要があります。

９．すべての地方本部に「組織強化拡大行動委員会」の設置、組織化目標・行動計画の設定と取り組みの実践を提起していますが、全体的な取り組み状況は低調といわざるを得ません。

　2010年度の組織拡大実績は、石狩・渡島・胆振の地方本部で組織拡大の具体的な成果が得られましたが、新規加盟は１単組にとどまっています。

　組織拡大が組合員の大幅な減少には追いついておらず、今後もさらに組合員数の減少傾向が構造化していくことが否めません。深刻な組織的危機に陥っていることを私たち一人ひとりがきちんと認識を持った上で、組織拡大の取り組みを継続して進めていくことが必要です。
	地方本部
	組合名
	適　　用
	拡大人数

	石狩
	共友会労働組合
	組合新規結成
	16人

	渡島
	森町職員労働組合
	臨時非常勤組織化
	36人

	胆振
	室蘭市職員労働組合
	臨時非常勤組織化
	52人


２．男女がともに担う自治労北海道づくり
【男女がともに担う自治労北海道第３次計画の推進】
１．「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」（第49回定期大会確認・2008年10月～2012年９月）の具体的推進を図るために、男女がともに担う自治労北海道推進委員会（以下、男女とも委員会）を８回開催してきました。

　男女とも委員会の委員構成については、組織強化委員のうち、地方協（旧選挙区）単位で各１人・女性枠組織強化委員２人・道本部とし、男女比を50：50となるよう構成していましたが、各地方本部での運動推進を優先するため、一時的に全地方本部選出組織強化委員を委員として議論してきました。

２．男女とも委員会では、地方本部における「推進母体」の設置と運動推進に向けた議論を中心に行っており、具体的な運動の提起が必要との意見を踏まえ、男女平等産別統一闘争の推進と合わせて「男女平等行動指標８項目」点検運動を提起しましたが、残念ながら、参議院議員選挙闘争との関連で全体的な運動前進となっていません。男女とも委員会での議論と意思統一を地方本部での議論に発展させ、単組・総支部における運動前進を図ることが必要です。

３．「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」における、道本部機関会議への女性参加率などの大会・中央委員会役員数は、方針を上回っているものの、参加率は、目標としている15％（2008～2010年度・2011～2012年度は20％）から遠のく状況にあります。（下欄参照）役員の交代による女性参加率向上の取り組み意識の引き継ぎがなされていないものと想定できますが、参加体制整備に向けた単組・総支部・地方本部での意識的な取り組みが今一度必要です。

　道本部執行体制における女性執行委員率は、方針としている女性部長＋３人を上回っていますが、執行委員交代による増減も想定され、課題として意識しなければなりません。

４．男女とも委員会として、道本部機関紙「自治労北海道」での特集号の発行、第112回道本部中央委員会（2010年６月）での「男女とも委員会ニュース」の発行を行い、啓発活動を行ってきました。今後も効果的な教宣活動と合わせて、組合員への意識啓発が必要です。

　また、道本部が主催する集会・セミナーなどの内容や参加体制について、男女とも委員会としての関わりも今後追求していかなければなりません。
【男女平等産別統一闘争】

５．自治労が取り組む、男女平等統一闘争は、雇用・政策・組合活動などあらゆる分野で男女平等参画をめざす運動です。職場環境の改善という労働運動の課題と、地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進をはかるためにも男女平等産別統一闘争の取り組みは重要な位置をしめています。中央本部は男女平等産別統一闘争を毎年６月に山場を設定し、取り組んでいます。道本部は、すべての取り組みに男女平等の視点を盛り込むため通年闘争としています。

６．男女平等産別統一闘争を通年闘争として取り組み６年が経過したことから、７年目の取り組みとなる今年は、「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」の議論に基づき、男女平等産別統一闘争の一層の定着・推進のため、中央本部の山場である６月に「行動指標８項目」の点検活動や育児・介護休業法改正に伴う条例改正の取り組みなど「１単組・１企画」の取り組みを提起しましたが、参議院議員選挙闘争と時期が重なったこともあり全体的な運動の広がりとはなりませんでした。

７．例年、春闘期に行っている要求書の提出は129単組で昨年の141単組を下回り、依然として地本・単組での受け止めが十分ではありませんし、まだまだ具体的実践に至っていません。さらに、交渉を行った単組は限られており、男女平等統一闘争が重点課題とはなり得ていません。その原因として、賃金合理化に対する取り組みや自治体財政健全化など重大な課題が優先されていることがあげられます。

８．引き続き、確定闘争の中で具体的な取り組みや交渉を行い、女性部・青年女性部などとも連携しながら課題の解決をはかっていく必要がありますし、男女平等産別統一闘争を取り組む意義の一層の浸透・定着をはかるため、組合員にこの闘争を広げる努力を絶えず続けていく必要があります。
３．賃金・労働条件の維持改善と労働基本権の確立
【09賃金確定闘争】

　第111回中央委員会（10.2.3）で総括済

【10国民春闘（10当初予算闘争に対する取り組み）】

　第112回中央委員会（10.6.3－6.4）で中間総括済（付属議案参照）

【労働基本権確立・公務員制度改革に向けた取り組み】

１．国家公務員制度改革基本法に基づき2008年10月に政府に設置された労使関係制度検討委員会は、2009年12月15日、報告書を取りまとめ、その翌日、仙谷公務員制度改革担当大臣に提出しました。この間自治労から検討委員会の労働側委員を選出し、連合・公務労協とともに検討委員会およびワーキンググループへの積極的な意見反映を行ってきました。

　報告書の全体的な評価としては、労働協約締結権の回復のあり方など特定の枠組みにおける検討に留まっており、不十分な部分もありますが、労働側の指摘により、「選択肢の組合せのモデルケース」では、労働協約締結権を回復するにあたっての新たな制度案３パターンが示され、パターンⅠについては、労働側の意見を最大限取り入れた形になりました。

２．自公政権時代に閣議決定した「改革工程表」においては、労使関係改革は2012年までに新制度実施とされており、現政権はそのスケジュールの変更を行っていません。2010通常国会には自律的労使関係制度の実施に必要な権限と責任を有する体制を整備することを改正附則に明記した国公法改正案を通常国会に提出しましたが、この法案は、衆議院は通過したものの、鳩山政権の退陣－菅政権の発足という国会情勢の変化のなかで、国会の閉会とともに、審議未了のまま廃案となりました。その一方で６月のＩＬＯ総会において、日本政府としては初めて公務員労働者に国際労働基準である労働基本権の回復について発言するという画期的な取り組みがなされました。2008年に当時の与野党が賛成する形で基本法が成立しながら、国公法の改正案は、２年連続で廃案になるという事態が続いており、参議院の与野党逆転という情勢の下で今後どのような動きになってくるのか、見通しを立てることが極めて難しい情勢といえます。

３．新たな労使関係制度の枠組みは、国公の制度設計を先に行うことが基本とされていることから、地方公務員の今後の交渉システムについては、いまだ具体的な検討が進んでいません。全国的な視野における中央交渉システムなどの創設は自治労にとっては非常に重要な課題であり、具体的な制度設計にむけた関係府省や地方三団体対策などが必要となっています。そこで、公務労協として９月８日に国会議員に対する要請行動や全国規模の集会を開催して、早急に自立的労使関係制度の措置に向けて、政府の責任において法律の整備や公務員組合との十分な協議を求めてきました。

４．さらに北海道段階においては、これまで春闘期の諸集会や組織集会などで、自治労本部が作成した「労使関係が変わる!?－労働協約を中心とした地方公務員の労使関係のあり方」という単組向けのパンフレットを活用し、学習会などを開催してきていますが、議論し深めるまでには極めて不十分な状況となっているところです。2012年からの制度変更というスケジュールを踏まえ、これまでの人勧依存の発想から180度転換させた労使協議による賃金労働条件の決定の仕組みを道本部・地方本部・単組が実践していくためにも、積極的に学習活動を強める必要がありますし、具体的な準備を行う必要があります。

【2010人事院勧告期のたたかい】

５．今年の人事院勧告期のたたかいは、春季生活闘争における民間賃金の引き上げが昨年と同様な傾向となる一方、昨年大幅に減額された一時金については、今年の動向が若干昨年を上回りという状況の中でたたかわれてきました。また、今年の勧告作業において、人事院は突如、高年齢層職員の民間賃金との逆較差を問題にし、早急に見直さざるを得ないとする姿勢を示し、2010人事院勧告において、是正措置について勧告することを公務員連絡会に対して示してきました。

６．このような情勢を受けて、公務員連絡会は６月22日、公務員給与の改善勧告、公務員労働者の生活維持が可能となる一時金水準の維持、定年延長にかかる骨子の協議等を重点課題とした「2010人事院勧告に関わる要求書」を人事院総裁に提出し、人勧期の取り組みをスタートしました。特にこの間の交渉においては、高年齢層職員の定率削減問題に対して、職務給の原則や査定昇給制度の理念から、年齢を区切って減額措置を取ることは給与制度を抜本から転換するものであり、提案の取り下げを強く求めてきました。

７．また、一時金の取扱いについては、昨年、一部凍結分も含めて0.35月の史上最高の大幅な削減幅であったため、組合員の生活を直撃しましたので、今年は何とか４ヵ月を維持することを求めてきたところです。しかし、民間における昨年12月支給分が10％から15％程度引き下がったことから、今年の７月支給分の一時金が若干持ち直したとはいえ、総体の水準を維持するとまではならなかったことから、極めて厳しい条件の下での交渉となりました。

８．公務員連絡会は、７月13日には2010人勧期第１次中央行動および27日には第２次中央行動を実施し、中央決起集会・人事院交渉・交渉支援行動に取り組みました。しかし、２回の交渉とも抽象的な見解しか示されず、極めて不満な回答内容にとどまりました。また、高年齢層職員の給与削減問題については提案の取り下げを行わず、具体的な民間企業のデータすら示さない不誠実な交渉に終始し、削減を強要する不当な回答を繰り返しました。従って、公務員連絡会は、再度書記長レベルの交渉（対人事院給与局長）を８月４日に配置、当初予定していなかった第３次中央行動を同時に配置し、人事院から誠意ある回答を求めることとしました。

９．北海道段階では、６月23日の高齢者給与削減の正式提示に際して緊急に抗議打電を全単組・総支部において実施するとともに、大型はがき行動の展開、さらには、高齢者給与問題の交渉の推移を見て、新たに単組オルグや地方本部ごとの総決起集会の実施、さらには職場決議の取り組みを提起し、各単組・総支部において取り組みを進めました。取り組みの全容は現在集約中ですが、中央行動へは２次にわたって全地方本部から結集するなど、参議院選挙の終了後の極めて短い期間の取り組みとはなりましたが、可能な限りの運動提起を行い、実践してきたところです。

10. ８月10日には、人事院勧告が出されましたが、その内容は月例給を平均0.19％、一時金を0.20月分引き下げ、47年ぶりに４月を割り込むという極めて厳しい勧告となりました。俸給表の引き下げ方法は概ね40歳以上については0.1％の引き下げ改定を行い、給与制度見直しによる全ての経過措置対象者(現給保障対象者)においても、09人勧の調整率と10人勧の最大引き下げ率を考慮して99.59％を乗じた額としました。また、56歳以上になる高年齢層職員の給与措置は行政職俸給表（一）の６級以上の職員を対象に1.5％の引き下げを行うこととなりました。さらに、月例給の引き下げに係る2010年度の年間給与の調整については、調整率を△0.28％とし、2009年に実施した制度調整方式を取ることとしました。

　当初、人事院は官民の間に生じている大幅な逆較差を乱暴に今年の人勧で調整することとしていましたが、今年についての較差分を傾斜配分し、56歳以上となる職員を対象とすることとし、その範囲も行政職俸給表６級以上の職員に限ったことは、この間の取り組みの到達点といえます。しかし、人事院は定年制延長の議論の中で、50歳台の民間給与との逆較差を踏まえ60歳以前の給与水準を検討するとしており、定年延長にかかる議論の際に、十分に警戒を強め対応していかなければなりません。

　今後、札幌市・道人事委員会勧告期のたたかいに移りますが、全国的な景気動向を受け、北海道の民間水準は今年もさらに厳しいものと予想できますので、引き続き全力を挙げていく必要があります。

４．安全衛生体制確立の取り組み
【安全衛生体制確立と快適職場づくり】
１．地方公務員安全衛生推進協会が2008年11月に実施した、「地方公務員健康状況等の現況（約77万人対象）」によれば、2007年中の在職職員の精神および行動の障害を理由とした１カ月以上の長期病欠者は7,823人で、長期病欠者合計18,315人の42.7パーセント、2.3人に１人という高い割合になっているという報告があります。

　一方、自殺者数は156人で、在職職員の死亡者合計913人中17.1パーセント、5.8人に一人で、在職死亡原因の第２位となっていて、自治体職場でのメンタルヘルス問題の深刻さが浮かび上がっています。

　さらに、財政再建を優先するあまり、賃金抑制や人員削減による、過重労働と思われる重大事故も発生しています。

２．道本部は、三回の労働安全衛生・職業病対策委員会を中心に、重点課題を①労働安全衛生ネットワークの確立、②安全衛生委員会未設置職場の解消と活性化、③メンタルヘルス対策の積極的な取り組みと強化として行ってきました。

３. メンタルヘルスについては、「自治労メンタルヘルス対策指針改訂版」（2009年４月改訂）について、自治労北海道本部のホームページなどでの周知をはかるとともに、今後は、各職場での職場復帰支援プログラムの早期策定に向けて、単組での具体的な検討を開始し、当局に対して職場復帰支援プログラムの策定を急がせる必要があります。また、すでに実施している自治体の実施状況や課題などについて、把握し全体化する必要があります。

４．自治労労働安全衛生月間（7月）の取り組みについては、参議院選挙のため取り組みができませんでしたが、９月に「道本部労働安全衛生講座」で、「パワハラ・メンタル（復帰後の職場対応含む）について」による長期休養者を中心とした職場復帰をめぐる諸問題について、発症から復職までの各ステップでの課題や留意点などについて、講演を受け意見交換を行い、理解を含めたところです。

５．各単組「労働安全衛生委員会設置状況調査」を集約したが、設置していない自治体や機能していない委員会がありました。引き続き地本・単組での取り組み強化と、地本単位での労働安全衛生対策委員会（協議会）の設置など、道本部・地本・単組が一体となった、労働安全衛生ネットワークの確立が重要になっています。

６．また年々、地方公務員数が減少する中、公務災害認定件数が2008年度で26,525件あり、毎年高い水準で推移しています。

　地方公務員の公務災害認定請求のなかでも、旭川市職労の「環境化学物質」暴露が原因の再審認定請求を求め、「地方公務員災害補償基金北海道支部」で再審が認められ、2010年５月認定となりました。道本部・単組の団結の結果と言えます。

　道本部は、引き続き単組、公務災害補償基金審査会の労働側参与との連携を強化しながら、公務災害が発生した場合には、速やかな認定を求めるとともに、公務災害補償制度の認定基準の拡大や改善などについても、中央本部や連合などとともに取り組みを強化する必要があります。

７．安全で快適な職場環境を維持し、改善していくことは組合活動の基本であり、メンタルヘルス不調に陥った職員のケアは、第一義的には当局責任で行うものですが、労働組合としてフォローしていくことは、労働組合としての存在感を実感する、貴重な活動の一つです。
５．自治体改革運動と公共サービスの改革の取り組み
【自治体改革の取り組み】
１．自治体公契約条例については、2009年９月29日に全国で初めて千葉県野田市が条例を制定して以降、全国の各自治体単組、連合、議員などから注目を集め、シンポジウムや学習会等が開催されました。道本部においても、公契約条例について学ぶため2010年１月９日に開催した「2010国民春闘討論集会」の学習コースに「公契約条例の意義」と題した講演を設定し、全道から44人の組合員が参加しました。

　また、連合北海道と関係団体と連携し、公契約条例制定に向けた取り組みが道内自治体単組で行われているか、さらに、議会において公契約に関する基本法の制定を国に求める意見書採択を行った自治体があるか実態調査（４月～５月）を実施しました。結果、札幌市において札幌地区連合と民主党札幌が中心となって取り組みを進めているのみに止まり、意見書採択については、これまでに45自治体が採択しています。
　全国的には、野田市に続く条例制定に向けての取り組みを始めている自治体単組もありますが、道内では取り組みに至らない自治体単組が多くあるのが現状です。今後は今まで以上に議会対策や組合員はもとより世論を巻き込んだ対策に粘り強く取り組む必要があります。

【指定管理者制度見直しの取り組み】

２．道本部では、指定管理者制度のもとで働く労働者の雇用不安や、事業運営の継続性の確保が難しいなどさまざまな問題点があり中央本部に対し、制度の廃止を求めて意見反映を行ってきました。

　中央本部では2010年５月17日、＊地方自治法244条の２の５の改正や総務省通知の項目変更・追加等を求め要請行動を行っています。今後、指定管理者制度の抜本的な改革を実現させるため公共サービス民間職場の実態をもとに中央本部に意見反映していく必要があります。

【公共サービス規制改革に対する取り組み】

３．2009年５月に公共サービス基本法が成立し、公務・公共サービス労働組合協議会（公務労協）では、2010年２月から公共サービスキャンペーンと位置づけて、自治体ごとに「公共サービス基本条例」の制定をめざしています。この提起を受け６月18日、北海道公務労協が主催した「公共サービス基本条例制定に向けた学習会」に参加しています。道本部では、公共サービスを担う仲間のためにも北海道公務労協の取り組みに積極的に参加していく必要があります。

　

【自治研活動の活性化】

４．道本部自治研推進委員会では、「地域住民（団体）と労働組合によるまちづくり」をテーマに各単組の取り組みを調査し、推進委員会の中で３単組の取り組み報告を行い、議論してきました。行政として地域と連携したイベント等は行われていますが、労働組合が中心となって地域住民や団体等との連携した“まちづくり”が行われている単組はまだまだ少ない状況です。しかし、網走地方本部自治研集会では「住民自治と公共の力」をスローガンにシンポジウムが行われ、釧根地方本部の自治研集会では、労働組合がまちの活性化をはかるために奮起しているレポート等、多数発表されていました。少しずつではありますが、労働組合として地域に一歩踏み込んだ“まちづくり”が意識付いてきています。

　2011年度は単組での自治研運動にしっかり取り組み、地域に根ざした運動の展開が必要です。

５．９月10～11日までの２日間、檜山管内厚沢部町において第33年次地方自治研究全道集会を開催しました。全道から組合員や組織内議員、そして地元厚沢部町からは一般参加がありました。集会初日は、「『地域主権』と北海道の自治」をテーマにパネルディスカッションを行い、２日目は48本のレポートがそれぞれの分科会で発表され議論しました。

６．８月22～23日にかけて、北海道「農」ネットワークの研修会が伊達市大滝区のホテルで開催され、道内各地の農業関係者や農業改良普及員等が参加しました。研修会では、農家の人材育成について学びました。北海道「農」ネットワークでは、農業の課題のみならず、“農”からみえる“食”や“環境”について農業生産者と議論をする貴重な場になっていますが、残念ながら年々会員が減少している傾向です。今後も“農”から“環境”まで幅広く問題点や課題を共有し、活動を継続していくためにも積極的に会員を増やす必要があります。

【環境保全と食の安全の確立】

７．連合北海道の「食・みどり・水を守る道民の会」が提起する第４回植樹祭に参加し、支笏湖周辺の国有林に300本のヤチダモ、ミズナラ、アカエゾマツを植樹しました。これは、2004年の台風18号の影響で風倒木被害を受けた支笏湖周辺国有林の復旧と森林とのふれあいを兼ねて毎年植樹を行っており、主に支笏湖周辺の単組組合員とその家族が参加しました。引き続き、環境作りの一環として、多くの単組に参加を呼びかけ子どもから大人まで森林とふれあい、環境を考えていく必要があります。

８．「食・みどり・水を守る道民の会」では、食、農業、環境などへの関心を高め食料支援に取り組むことを目的に、アジア・アフリカ支援米運動として茶碗一杯のコメとカンパ活動に取り組みました。

【環境型水行政の取り組み】

９．水は蒸発・降水・浸透・貯留・流下・海への流入という過程を繰り返す中で浄化されます。健全な水循環をそれぞれの流域単位でつくるため、「水基本法」制定をめざして中央本部とともに各省庁要請行動を中心に取り組んできましたが、議論は大きな進展を見せていません。引き続き、基本法制定に向けての取り組みが必要です。

10．2009年10月31日に合成洗剤追放北海道連絡会が開催した北海道集会に参加し合成洗剤の有害性について学びました。

【資源環境型廃棄物行政の取り組み】

11．廃棄物処理施設整備やダイオキシン類安全対策、産業廃棄物の不法投棄防止等について、北海道に制度政策要求をとおして要請しましたが、どの課題についても十分な回答は得られませんでした。今後とも私たちが安全で安心できる職場と生活ができるよう国や道に要請をしていく必要があります。
６．自治体財政の確立と自治・分権の推進
【地方分権・自治体財政確立の取り組み】
１．道本部は、自治体財政・政策セミナー（２月12日）を開催し、2010年度地方財政対策や地方公営企業会計の見直しについて学習しました。

　また、2011年度予算編成に向けて６月の市町村議会での「自治体財政の充実・強化を求める意見書採択」に取り組み、道議会を含む60自治体議会で採択されました。採択されなかった単組に対し、取り組みを強化する必要があります。

２．2009年12月11日、中央本部主催の「自治体財政健全化法 分析講座」に、全国から2008年度決算において早期健全化団体に該当した自治体単組が参加し、道内からは歌志内市職労、江差町職労、洞爺湖町労連、浜頓別町職等が参加しました。講座では、継続的に財政分析することが必要であり、分析することによって不要不急事業の見直しを行って早期健全化団体を回避した、という単組報告がありました。労働組合として財政分析をすることの必要性を学びました。

　2009年８月政権交代によって地方交付税が1.1兆円増額したことは、財政が逼迫していた自治体にとってほんの一時財政が潤うことになりました。ただ、2011年度地方交付税については参議院選挙の結果、ねじれ国会となったため予断を許さない状況になりました。

【市町村合併の取り組み】

３．1999年４月から始まった平成の大合併は、2010年３月31日をもって終了しました。これにより全国の自治体数は1,727となり、道内においては2009年10月の湧別町と上湧別町の合併を最後に自治体数は179になりました。この市町村合併によって、住民サービスがどのように変わったのか、検証が必要です。

【支庁制度改革の取り組み】

４．高橋知事の公約だった支庁制度改革は、肝心の地域合意を得ることもなく不信感を増幅したまま、2010年４月１日からスタートしました。「看板の掛け替え」と新聞等に報道されたように、「支庁」から「総合振興局」と「振興局」に名称を変え、幌延町を留萌から宗谷へ、幌加内町を空知から上川へ所管区域を変更しただけに終わりました。地域との合意を抜きにした強引な手法は、今後の地方分権推進において禍根を残すものとなります。来年の知事選に向けて、

　全道庁労連と連携し、高橋道政をしっかり検証していく必要があります。

【夕張市財政再建問題についての取り組み】

５．夕張市では2009年度４回にわたり、再建計画の変更を総務省との協議・同意の下に行ってきました。その後、2010年４月１日からの地方財政健全化法の施行に伴い、2010年３月に新たな「財政再生計画」を策定し、総務省と協議した結果合意しました。財政再生期間は、2009年度から2029年度までの21年間となりますが、赤字を解消するまでの実質的な期間は2010年度から2026年度までの17年間となりました。引き続き、

　夕張市の行政執行体制をどう維持するかという大きな課題もあり、賃金の改善・人員の確保に課題が山積していることから、具体的な議論を進めると共に、総務省・北海道との協議を進め、民主党との連携を強めていく必要があります。

【制度・政策改革の取り組み】

６．道本部は2009年11月18日に「2010年度道政への要求と提言」として要求書を提出し、交渉を行いました。引き続き、地方本部・単組・組合員の多くの声を反映していく取り組みが求められています。

７．連合北海道による2010年度道政への「要求と提言」については、道本部として積極的に意見反映を行いました。引き続き、地方本部・単組・総支部の多くの声を反映していきます。

７．社会保障制度改革の推進
【公立病院改革対策と医療提供体制の確立に関する取り組み】
１.｢公立病院改革ガイドライン｣にともない、この間、地域医療の中核を担う公立病院の存続と地域住民のニーズを反映させることを基本として、衛生医療評議会の学習会等を中心に、公立病院改革に対する対応をはかってきました。しかし、「公立病院改革プラン」の点検評価が迫る中、医療情勢が好転する兆しが見えません。このような中、財政中心に点検評価が進めば公立病院の存続も含めた課題が惹起する懸念があります。

２．また、自治体財政健全化法施行により、自治体の財政難や医師不足を理由に病院の経営形態の見直しが加速される事が予想されることから、情報の共有化を行いながら当局の運営形態変更状況の動向を監視し、対応をはからなければなりません。

３．この間、本部・道本部衛生医療評議会は、地域医療確立、医療制度改革、診療報酬改定に対し、連合・医療部門と連携しながら、厚生労働省要請行動や連合への意見反映を行い、同時に連合北海道・北海道医療とともに北海道要請を行ってきました。

４．さらに、昨年２回目の「地域医療を守るシンポジウム」を札幌にて開催しましたが、今年度は開催ができませんでした。地域医療をまもる取り組みは継続が重要ですから、引き続き、こうした運動を連合北海道とともに追求し、今後もさまざまな制度の変更による問題点や職場動向を把握しつつ、地域医療を中核的に担う公立病院に対する制度の充実等を総務省・厚生労働省など関係機関に要請するなど、具体的対応をはかることが必要です。

５．医師の地域偏在とともに、総体的に医師不足・看護師不足等がこの間、社会問題となっており病院運営に多大な支障をきたしています。このような医師不足・看護師不足や地域偏在の課題は国や道の責任で解決しなければならない課題です。地域的特殊事情のある北海道の地域医療問題・医師不足・看護師不足等について、引き続き、連合北海道・北海道医療とともに、道に対し要請行動を行わなければなりません。
【地域保健の確立に向けた取り組み】

６．地域保健行政の課題は、市町村の保健師・栄養士等の専門職員に求められる役割が多様化している反面、人材確保、職員配置等の人材育成体制や活動体制が人員不足等から、対応できてないことが課題です。体制整備や人員確保について実態を把握し、労働強化の防止と住民サービスの充実をめざすことが必要です。
【精神医療改革と精神保健福祉拡充に向けた取り組み】

７．精神保健福祉の現場では施設や人的資源の確保等で大きな地域格差があります。こうした背景のもとで、精神障害者が障害を持ちながら「地域の生活者」として生きていくための支援体制も不十分な実態のまま、「社会的入院患者」が地域に出されようとしています。これらの改善が現在の精神保健福祉政策にとって最重要課題となっていますので、具体的対応を本部とともにさらにすすめていかなければなりません。

【看護職場体制の充実強化の取り組み】

８．道本部衛生医療評議会は本部とともに、看護職員等の配置基準と診療報酬上での財政基盤の確立、看護補助者の業務マニュアル作成などの課題に関して厚生労働省への要請を行ってきましたが、依然として改善がはかられていない状況をふまえ、引き続き取り組みを強化する必要があります。

９．全国的に看護師不足の実態が明らかになったことに加え、看護基準（７：１看護）導入で、大学病院や大都市病院へ看護師が流出しており、多くの病院で看護師不足が認められます。第７次看護職員需給見通し策定へ向けて、潜在看護師の発掘と労働環境の改善に向け、本部と連携し、厚生労働省交渉や北海道に対する要請行動の取り組みの強化が求められます。

10．さらに、看護師に係る「勤務体制」は看護師不足により、夜間勤務の三交代から二交代への導入の拡大や、月10回以上に及ぶ夜勤実態など、看護職場の労働環境悪化の実態が明らかになっています。患者サービスの向上・医療事故対策・労働安全衛生上などの観点をふまえた取り組みをすすめなければなりません。

11. 看護職場の労働環境改善のためにも、看護職場の人材確保、離職防止対策強化をすすめ、本部衛生医療評とともに「就労看護職員200万人体制実現」をめざす取り組みを関係団体と連携しすすめなければなりません。

【人員確保、労働条件改善の取り組み】

12．制度・施策の変更、機構改革や病院の経営状況などを理由に、労働環境の悪化を強いられている現状があります。過重労働によるメンタル不調を含めた職員の健康障害を阻止するため、安全衛生委員会の活性化や対策強化、36協定締結運動の推進などの取り組みを継続的に進めることが必要です。
【衛生医療評議会の組織体制確立と活動強化に向けた取り組み】

13. 各地本の衛生医療体制確立のため、評議会運動の活性化と体制整備は必要不可欠です。しかし、幹事選出と地本衛生医療評議会幹事会の開催がされない地域があることから、衛生医療評議会幹事体制確立をめざし基本単組とともに、今後とも取り組みの強化が必要です。

　また、運動の継続性と活動家養成の観点から評議会運動強化のための検討を、道本部衛生医療評議会幹事会を中心に引き続き行っていかなければなりません。
【共闘体制確立と活動強化に向けた取り組み】

14．地域医療を守る取り組みを中心に、連合北海道、北海道医療と協働し各種集会等を開催、取り組みを強化してきました。道内の医療情勢の対応と情報発信を今後も、連合北海道「医療・福祉をまもる対策委員会」とともに行うこととします。

15. 北海道医療は、新規加盟組合の開拓・組織拡大を課題に運動強化を実施していますが、今年度は新たな地区医療結成はできませんでした。各地区医療の総会の開催、ナースアクション等学習会を中心に今後も、公立、公的、民間、の衛生医療職場労働者との情報交換等を中心に衛生医療職場の労働条件向上に向け取り組みを行う必要があります。
【介護保険制度改革及び福祉人材確保キャンペ－ンの取り組み】

16. 第９回福祉集会を道本部、北海道福祉ユニオンで実行委員会を構成し、市町村社協を中心に未組織・未加盟労働者にも参加を呼びかけ、２講演５分科会で、2010年１月23日67単組・総支部・団体161人の参加で開催。「生活保護」・「介護関係職場」・「子ども・児童相談所」「障害」職場や当事者で熱い議論を行いました。

　道本部社会福祉評議会としても、課題の整理をおこない中央本部へ意見反映を行ってきました。

17．介護労働者の社会的地位向上・待遇改善をはかるため、対道交渉を実施し、主任介護支援専門研修の拡充、サ－ビス内容や量の規制強化を行わないことを求め、研修場所や回数の増を実施させました。今後は、政府緊急対策における介護職員処遇改善費活用２年目で、キャリアアップが条件に加わり、改善されたかの検証が必要です。

18．道本部は１月の福祉集会介護分科会で、問題点を集約してきました。引き続き介護人材確保キャンペ－ンの一貫である、介護の実態調査を検証しながら、社会的キャンペ－ンとしての取り組みが重要です。

【子ども・家庭支援施策の拡充の取り組み】

19．道本部は、保育をとりまく状況の変化に対応するため、2010年５月９日オ－プン集会と位置づけシンポジウムを中心に「ナショナルミニマムキャンペ－ン集会」を73人の参加で開催しました。「子どもの貧困」「最低基準が危ない」などの提起を受け、最後に街頭で市民にアピ－ル行動を行ってきました。

20．連動する形で「第20回全道保育集会」を開催し18単組127人の参加で開催してきました。規制緩和の議論がいかに進められているか、「義務づけ・枠付け」の見直しで最低基準撤廃問題や、議論経過報告内容を基本に議論が行われました。

21. また、「子ども・子育て新システムの基本的方向（案）」は、直接契約制度や株式会社・ＮＰＯの参入促進や保育最低基準の緩和の動きがますます強くなってきたことから、2010年７月30日～８月１日開催の「全国保育集会・in WAKAYAMA」に、道本部14単組29名が参加をしてきました。市町村の子育て支援責任を明確にし、保育の権利を確保するためにも、安易な規制緩和の動向に反対していくことが確認されました。

22．道本部としても、各地方本部・単組の保育運動強化に向けて、集会・学習活動に参加してきました。引き続き、地方本部・単組の保育運動の活性化に向けた取り組みが必要です。

23. 児童虐待をめぐる状況は悪化の一途をたどり、道内では2009年度1,675件の虐待対応件数が報告されています。「第９回福祉集会」や「全道保育集会」を開催し児童相談所の実態を明らかにしてきたところです。さらなる社会的養護体制の充実が求められています。
【障害者(児)福祉施策拡充の取り組み】

24．道本部障害労働者連絡会は、2009年11月17日に、第18回総会および幹事会を開催しました。幹事会体制の強化、特に市町村単組から幹事の選出が、この間の解決できない課題となっています。

　道本部として、この間、胆振地方本部において2010年３月19日障害者雇用問題などを議題に「障害労働者連絡会学習会」を開催し運動の強化を行ってきたところです。

　中央本部としても、「地方自治体における障害者枠採用試験の実態状況調査」を実施してきているところであり、障害者雇用など、障害労働者として働きつづけるための取り組みが必要です。

25．障害者自立支援法は廃止されることとなり、「障害者制度改革推進会議」における検討が開始されています。道本部は「障がい者自立支援法プロジェクト」の提言に基づき、中央本部を通じ政府に対する意見反映に取り組むとともに、障害者雇用における「合理的配慮」に関する具体的内容の検討に参加してきました。今後も「障害者総合福祉法（仮称）」の創設や障害者雇用法制の見直しにむけ、障害労働者連絡会を中心に課題整理を行い、連合や障害当事者運動と連携し、政府に対する意見反映に取り組む必要があります。

【生活保護、福祉事務所・町村福祉担当部門の実施体制強化に向けた取り組み】

26. 道本部は、「第９回福祉集会」を開催し福祉事務所をめぐる情勢、昨年来の不況で増え続ける保護受給者対応など、実態を明らかにし意思統一をはかってきました。権利としての保護制度の見直しがある中で「新たなセフテ－ネット」の保障、支える実施体制の構築や、専門性などの確保に向けて、取り組んでいく必要があります。

27．雇用危機が深刻化し、生活保護受給者が急増しています。道本部は、生活保護に関する交付税措置改善に取り組むため2009年11月対道交渉を実施してきました。実施体制の確保、財源の確保について監視するとともに、受給抑制に繋がらない取り組みが必要です。

【保育所・社会福祉施設民営化および臨時・非常勤等職員の組織化に向けた取り組み】

28．介護報酬改定や障害者自立支援法の施行、保育所運営費の一般財源化、指定管理者制度創設以降の影響など施設の統廃合・民間委託・移譲は北海道だけでない状況が、全国地域福祉集会や、全国保育集会で報告されました。さらに、道本部でもレポ－トで実態を報告してきました。

　市町村では、合理化計画の実行段階に入り民間移譲が相次いでいます。新たに、民営化方針や計画が提案されているところもでてきており、組合員の雇用・身分問題が続出しています。

　利用者・住民の合意もなく、地方財政の悪化を理由に人件費合理化を強いることも多く、地域における安定的・継続的なサ－ビス提供に大きな課題を残しています。

29．保育所民営化については、正規職員退職者を不補充にして臨時・非常勤での対応の増加、地域の子育て支援体制を示さない形での提案や、さまざまな形での民間移譲が行われています。

　公立保育所保育士の非正職比率割合が民間保育所保育士の非正職比率割合を上回り、公的保育制度の充実・強化とともに、組合員の雇用・身分・労働条件の確保に向けての取り組みが求められています。

30. 道本部では、地方本部・単組の「保育学習会」に積極的に講師を派遣し、制度の学習、情報交換、実践交流を行い、臨時・非常勤等職員を含む雇用確保を中心とした取り組みや、サ－ビスの質の確保、公契約条例の制定、自治研活動を中心とする地域への取り組みの必要性などが確認されました。公立福祉施設・公立保育所の意義を明確にし、道本部・地方本部・単組での横断的取り組みを強化しなければなりません。

31．職員配置基準の規制緩和・弾力化等によって介護・福祉施設、保育所等で短時間勤務職員、臨時・非常勤職員が、公民を問わず急増しており、非正規職員なしには業務が成り立たない状況に至っています。しかも、未組織の職場が多く、雇用問題が発生しています。

　道本部は、学習会や、各種集会等への参加促進を取り組み、個別事案においても組織化を促進してきましたが、同一職種としての交流・学習会の機会を設定する必要があります。
【社会福祉評議会の組織体制確立と活動に向けた取り組み】

32. 各地本社会福祉評議会確立のため、評議会運動の活性化と体制整備は不可欠です。

　地本社会福祉評議会幹事会が開催されていない地域、幹事選出があるものの、全く機能していない地本もあり課題として、地方本部・単組とともに、取り組みの強化が必要です。運動の継続性と活動家養成を見すえた評議会運動を道本部に結集し引き続き行っていかなければなりません。
８．憲法擁護、平和と人権を守るたたかい
【米軍の道内移転訓練、恒常化した軍事演習等に反対の取り組み】
１．政府は、在日米軍基地の機能強化、米軍訓練の自衛隊基地の有効活用を自治体の意向を無視して推進してきました。米軍普天間飛行場移設問題で「日米同盟」のあり方が焦点となっています。

　また、沖縄県の負担軽減のための沖縄米軍の移転訓練と言われていましたが、実際には沖縄基地の役割と機能が強化されたことを浮き彫りにしています。沖縄米軍基地の強化と国内の自衛隊基地の沖縄化に反対するために連合を中心に移転訓練反対の取り組みの強化が求められます。

２．また、矢臼別での演習は恒常化され、「沖縄と同量・同質」という約束も反故にされ、夜間訓練や隊員外出などの問題も解決されないまま継続されています。さらに、米艦船の小樽港への寄港、自衛隊の「芽室町での北方積雪地演習」、「十勝浜大樹への揚陸演習」が強行され、道本部は抗議行動・集会に参加してきています。今後も道平和運動フォーラムなどとの粘り強い取り組みが求められます。
　

【米軍基地の整理・縮小、日米地位協定の抜本改正を求める取り組み】

３．民主党政権は自衛隊によるインド洋給油活動を撤退させたものの、日米安保条約改定50年を迎え、米軍再編がすすむ中、旧来からの核・軍事力を背景とした抑止力に頼る安全保障のあり方が根本的に問われています。
　また、５月には改憲に道を拓く「改憲手続法」が施行されるなど平和をめぐっては依然として厳しい状況となっています。さらに「普天間基地」問題について、名護市長選挙結果もあり、「基地撤去」の気運が高まっていることから、日米安保廃棄・地位協定見直しの運動を強化することが重要です。
４．一方、道内においても日米合同軍事演習をはじめ、民間港の米軍艦の寄港など有事体制の既成事実化がすすめられています。このような状況をうけ道本部は、道平和運動フォーラム等とともに、反戦・平和・護憲のとりくみを進める集会に積極的に参加してきました。また、自治労基地ネットワークは沖縄平和行進に合わせて学習会を開催し、沖縄基地の実情とたたかいの教訓について共有化をはかることができました。

５．道本部は、オバマ米政権が「軍事力による世界支配」から国連を中心とする対話と協調による外交・安全保障路線へ転換し、日米同盟での在日米軍基地の整理・縮小、日米地位協定の抜本改正をはかるように、民主党、連合・道平和運動フォーラムに結集していかなければなりません。

【憲法を守り・平和を創造するたたかい】

６．多くの反対や不安の声がある中、今年５月、「改憲手続法」が施行されました。民主党政権に交代後、院内では具体的には動いていません。しかし、政治的状況によっては憲法改正のプロセスが具体化される危険性が惹起する可能性も潜んでいます。

７．また、総務省は施行に向けて、2009年度には約50億円の「国民投票制度準備等関係経費」を予算化し、大量のリーフレットやポスターを作成して宣伝、投票人名簿のシステム構築をすすめ、2010年度には減額したとはいえ概算要求し既成事実化しようとしています。私たちは、こうした状況を踏まえ法の抜本的な見直しを求めることが重要です。
８．道本部は、憲法の前文・第９条の平和主義など、憲法の重要部分の改悪に反対するとともに、憲法理念の実現をめざすことを基本的なスタンスとし、世界平和に向けた取り組みや、生活を重視する人間の安全保障の取り組み、集団的自衛権の行使に向けたなし崩し的な解釈改憲を許さないことなど、道平和運動フォーラムとともにすすめてきました。

９. さらに、この間「平和基本法」学習会を旭川市・札幌市・帯広市・函館市（道平和運動フォーラム主催）で開催し、有事法制のねらい・平和主義の意義・国連平和維持活動において日本が果たすべき役割など理解を深めてきました。引き続き、学習会等を開催し組合員への理解を深めなければなりません。

10. 民主党政権は、政権発足時に「憲法」について、唯一の被爆国として、日本国憲法の「平和主義」をはじめ「国民主権」「基本的人権の尊重」の三原則の遵守を確認するとともに、憲法の保障する諸権利の実現を第一とし、国民の生活再建に全力を挙げると明記しました。菅新政権においてもこれらの姿勢を堅持させ、憲法理念の具体化をすすめるよう働きかけることが重要です。

【人権を守るたたかい】

11．旧政権で審議されていた「共謀罪」を盛り込んだ「組織犯罪処罰改正法」については廃案になりましたが、国会情勢が変わることにより再び、惹起する可能性がありますので注視する必要があります。

　また、裁判員裁判は昨年スタートしましたが、裁判員の守秘義務等多くの問題点が解決されていませんので引き続き、公正で透明な裁判員制度になるように取り組みを進めなければなりません。

12.「ＪＲ不採用問題」は2010年６月に、政治決着を経て23年ぶりに裁判上も解決（和解）しました。今後は組合員らが求めているＪＲへの雇用が焦点となることから「ＪＲ不採用問題」の早期完全解決に向けて道平和運動フォーラムとともに支援を強化し、労働者の生活と人権を守る運動に連帯しなければなりません。

13．道教委は、全道の小中学校及び高校の教職員を対象に、教育課程や組合活動、教員団体との関係を聞き取る「教職員の服務規律等調査」を実施しました。調査は、教育の内容や自主・自律の組合活動に対して不当に介入するものであり明らかに憲法で保障する教育の自由や団結権を侵害するとともに、民主的な職場を崩壊させ、子どもの学習する権利や成長する権利を歪めるものであり、決して容認できるものではありません。また、地域住民や保護者から情報を提供させる「通報制度」をつくりました。道本部は、民主教育をすすめる道民連合とともに道教委に対し「教職員の服務規律等調査」や「通報制度」の問題点を指摘するとともに、中止、導入しないよう求めていかなければなりません。
９．反核・脱原発のたたかい
【反核・平和をまもる取り組み】
１．オバマ米政権は、「核兵器のない世界」を求める路線を打ち出しました。さらに、５月28日の2010年核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議で、全会一致で最終文書を採択し閉幕しました。最終文書は、「すべての国が、核兵器のない世界を達成し維持するために必要な枠組みを確立するための特別な取り組みをおこなう必要について確認する」と明記しました。核保有国と非核保有国の間に不一致が存在していたことがくり返し伝えられているなかで、核保有国に核兵器廃絶への「いっそうの取り組み」「具体的な進展」を求める最終文書が採択されました。しかし、この取り組みは始まったばかりで過去10年間の「核兵器廃絶のための工程表」の遅れを挽回するいっそうの進展が望まれます。

２．しかし、北朝鮮の核開発、核実験など核保有の動きのなかで、北東アジア、朝鮮半島の緊張緩和と非核平和に向けて、六カ国会議の再開、米朝、日朝、南北朝鮮間の個別外交交渉も問われています。国内では韓国哨戒艦沈没、拉致問題も含めて「反北朝鮮」宣伝が強まり、有事体制の訓練・強化に利用されています。非核三原則の厳守、核廃絶に向けた取り組みの強化を進めなければなりません。

３．被爆65年を迎え連合・原水禁・核禁会議は８月４日～９日に統一した「ヒロシマ・ナガサキ大会」を開催しました。広島大会では、はじめて国連の潘基文（パン・ギムン）事務総長が出席・演説し、「われわれは共に、グラウンド・ゼロ（爆心地）からグローバル・ゼロ（核廃絶）、大量破壊兵器のない世界を目指している」「核廃絶がより安全な世界を実現する唯一の健全な道だ。核兵器が存在する限り、われわれは核の影の下で生きることになる」と世界の核軍縮と核不拡散を訴えた。道本部としても反核・平和をめざし連合北海道・道平和フォーラムとの取り組みに協力していく必要があります。

【脱原発の取り組み】

４．青森県六ケ所再処理工場は、2009年１月に高レベル放射性廃棄物ガラス固化製造が不能という未完成な技術トラブルが発生し、アクティブ試験（本格稼働前試験）終了予定を2010年10月まで延期となっています。そのような中、2010年８月、使用済み核燃料再処理工場の建屋で、高レベル放射性廃液が、廃液濃縮缶内から、缶内の温度計保護管内に漏れたと発表しました。

５．福井県の高速増殖炉「もんじゅ」を原子力開発機構は2010年５月、再稼働し2013年本格稼働すると計画しています。この間、運転再開後大きな事故こそ起こっていないものの、性能試験中に誤警報や故障等のトラブルが頻繁に起こっており、またトラブルは大小問わず迅速に公表するように念を押されていたにも関わらず初期には公表の遅れ・運転員による人為的なトラブルも起こっており、運転員の再教育など、「運転管理向上検討チーム」の設置も発表しています。このように莫大な税金が投入され続けているプルトニウム再処理路線である核燃料サイクル政策という日本の原子力政策は抜本的な見直しが不可欠です。

６．道本部としても、福井県における「12・６もんじゅ稼働反対全国集会」、「４・９反核燃全国集会」、に参加し、泊プルサーマル計画反対の取り組みと連帯してたたかう意思を確認してきました。今後とも核燃料サイクル政策を止めるために全国課題と連携して取り組みの強化が必要です。

７．道は、2009年３月の道議会本会議で「これまでの議会議論などを総合的に勘案し、計画を了承する」と泊原発プルサーマル計画の受け入れを表明しました。この判断は、推進派で構成した「有識者検討会議」の安全性を容認した最終報告を根拠に、そして国の破綻した原子力政策について十分な検討もすることなく追随するものです。

８. 道本部は、道平和フォーラムに結集し、「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会を基軸に2008年５月以降、プルサーマル計画に反対する講演会、全道現地集会・デモ行進、有識者検討会議の傍聴、国・道の説明会や検討集会への参加、札幌市・岩内町での学習会、道・地元４町村への申し入れなどを精力的に取り組んできました。

９．北電は2009年６月に「2010年度のプルサーマル導入はＭＯＸ燃料製造会社との協議から延期せざるを得ない」と発表しました。さらに、電気事業連合会は、今後に予定するプルサーマル計画について2015年度まで延期と発表しました。また、国のプルトニウム利用計画は、六ケ所再処理工場の稼働が不透明のなかで見直しを余儀なくされており、道本部は延期された期間について、泊プルサーマル計画撤回に向けた道民運動の強化のための期間と受けとめ、道平和フォーラムとともに運動の再強化をはかる必要があります。

10．さらに、道は、2009年10月に泊原発防災訓練を実施しました。道本部は連合北海道の調査活動に参加してきましたが、参加住民からは緊迫感に欠けるという指摘や、放射能漏れの際に歩いて避難していいのかという疑問が出されました。マスコミは訓練の「形骸化」と報道しています。その改善のためにも、調査活動を強化し、問題点を対道交渉で指摘していくことが必要です。

11．幌延深地層研究センターは掘削作業が進み、大量の水や土砂が掘り出され、有害物質の検査体制や生活環境への影響等への情報公開の徹底の課題について、原子力開発機構に求めていく必要があります。さらに調査研究計画として「実規模設備整備事業」への協力を一方的に進めるという新たな問題が明らかになっています。この事業は、地層処分ＰＲ施設を新設し、地下で地層処分の実証試験を行う計画であり、事業主体も核廃棄物処分実施主体であるＮＵＭＯによる地層処分の資金管理と放射性廃棄物の処理・処分体制の確立を推進する原子力発電環境整備促進資金管理センターです。
12．このため周辺町村や住民は、将来の「最終処分場」につながるのではないかとの不安を募らせています。連合北海道、道平和フォーラム、地元住民組織等は原子力開発機構や道に申し入れ等を強めてきましたが、道条例や三者協定を遵守させるようにさらなる取り組みが求められます。

13．さらに経産省は、2009年６月に高レベル放射性廃棄物処分場の選定をめぐり、候補地調査受け入れについて「早期に数カ所以上のできるだけ多くの個所で行う」ことを原子力委員会に報告しています。これまでの政策を転換し、国が前面に立って処分場の実現をめざすということです。

14．政府の原子力政策は今後数十年にわたって原子力を利用し続けることを方針としています。これでは放射性廃棄物がたまり続けているのに処分地がないという異常な事態が起きる可能性があります。原子力開発が廃棄物の処分について充分な議論と対策をなおざりにして進めてきた結果です。

15．道平和フォーラムは、この間、道北管内の自治体首長に「処分場拒否」の表明を求める取り組みを続けてきましたが、こうした事態をうけて全道の自治体首長を対象にした取り組みへ方針を補強しました。道本部としても道平和フォーラムへの取り組みに協力していく必要があります。
10.政治活動の推進
【中間自治体選挙の取り組み】
　2010年度中間自治体選挙の取り組み結果は下記のとおりですが、自治体選挙においても政治情勢が微妙に反映する結果になりました。しかし、地域の公共サービス確立をはかるためにも、中間自治体選挙は重要なものとなりますので、引き続き、中間自治体選挙闘争と政治活動の推進に取り組みます

	施行年月
	選　　挙　　名
	候補者名
	結　　果

	2009年10月
	八雲町議会議員選挙
	千　葉　　　隆
	当選

	2009年10月
	八雲町議会議員選挙
	赤　井　　　睦
	当選

	2009年11月
	浦河町議会議員補欠選挙
	飯　田　美和子
	次点

	2009年12月
	道議会議員補欠選挙（恵庭市）
	柏　野　大　介
	次点（組織外）

	2010年３月
	七飯町長選挙
	中　宮　安　一
	当選

	2010年３月
	北見市議会議員選挙
	菅　野　勝　美
	当選

	2010年３月
	北見市議会議員選挙
	隅　田　一　男
	当選

	2010年４月
	富良野市長選挙
	佐々木　雅　夫
	次点

	2010年４月
	名寄市長選挙
	高　見　　　勉
	次点

	2010年４月
	帯広市長選挙
	米　沢　則　寿
	当選（組織外）

	2010年４月
	士別市議会議員選挙
	出　合　孝　司
	当選

	2010年４月
	士別市議会議員選挙
	松ケ平　哲　幸
	当選

	2010年４月
	むかわ町議会議員選挙
	竹中　よしゆき
	当選

	2010年４月
	むかわ町議会議員選挙
	野　田　省　一
	当選

	2010年６月
	苫小牧市長選挙
	沖　田　清　志
	次点

	2010年７月
	紋別市議会議員議選挙
	柴　田　　　央
	当選


【政治フォーラム活動の活性化】

１．組織内の各級議員は、政治フォーラムに結集し、国政・道政・市町村政における行政の中で自治労が求める国民のための政策・制度要求が反映されるように努力してきました。また、道議団会議は定例会ごとに開催し、焦点となる道財政再建に関わる諸問題、支庁制度改革、地域医療、プルサーマル計画など多数の課題について意見交換を行い、民主党道民連合への意見反映や道および道議会対策に努力してきました。引き続き、政策をめぐって問題意識を共有し、学習と相互討論を深められるように取組みをすすめます。

２．2010年８月現在、政治フォーラムの会員は、78人（国会議員３人、首長８人、道議13人、市議会議員39人、町村議員15人）です。この間の中間自治体選挙で新旧交代も行われており、「組織内議員の役割」「基本組織と議員」など議員のあり方について認識を深められるように、総会研修会で学習を深めてきました。引き続き、政策学習と議員活動のあり方が深められるように活動を推進していきます。
【組合員の政治活動への参加】

３．地方財政危機、地方分権と支庁制度改革、市町村合併、公立病院改革等によって、各自治体の公共サービスは低下を余儀なくされています。このような事態を打開していくためには地方財政のあり方など抜本的改革が不可欠であり、公共サービスを維持するためには人員確保・財源確保等制度政策の改革が必要です。このためには根本的には政治を変えなければなりません。政治闘争への組合員の参加を強めていく取り組みがますます必要となっています。

４．道本部は、政策・制度要求の実現をめざすために欠かせない政治闘争の意義を確認できるように、参議院選挙にあわせ連合北海道等と政治学習会を地本等中心に開催してきました。引き続き、政治闘争の意義と実践経験を積めるよう提起していかなければなりません。

【第22回参議院議員選挙闘争の総括(案)】

別　冊
11．現業公企労働者のたたかい
【反合理化と組織強化】
１．自治体財政危機を理由とした民間委託や自治体の定員適正化計画などによる退職者不補充などで直営職場は減少し、様々な形態での任用替えが行われてきています。自治体が行う公共サービスは、自治体の責任で自主的に行うものであり、コスト論に偏重した公共サービスのあり方について、現場でその責任の一端を担っている現業公企労働者自らが検証を行い、住民が安心して暮らせる地域社会の確立に向け、それぞれの職種の専門性を生かした政策提言など現業活性化運動に取り組んできました。

２．道などの現業職の全廃問題を踏まえ、他の自治体などに拡大していく恐れがあることから、今まで以上に、現業職場をどのように活性化させるか、市民との連携をはかりながらどのように職場を守っていくべきかが問われています。また、任用替えの行われた職員のケアは十分とは言えず、単組実態に合わせたオルグ強化と、サポート体制の拡充が求められます。

３．今後の現業職場のあり方や直営の役割と責任について議論を行い、現在行っている仕事に付加価値をつけた業務や職責のあり方なども、積極的に考えていくことが重要になっています。

４．コスト削減や民間委託の拡大、組織機構の見直しが迫られ、道内各単組では多くの合理化提案が出されています。しかし、一方でゴミの搬入指導、住民啓発などの業務拡大を行い、新規採用を続けている単組や、当局に費用対効果と、市民対応などを訴え、粘り強い交渉の結果25年ぶりに新規採用者を勝ち取った単組もあり、事業の継続や一方的な合理化をさせない取り組みが必要です。

５．職種別に公共サービスを検証し合理化問題への対応やこれからの運動を確認し合う場として各地本での労働者集会開催を追求しましたが、未開催の地本もあることから、全地本が開催し共通認識を持つ必要があります。
【現業賃金問題】

６．民間給与との比較による一方的な給与水準の引き下げは、私たちが進めてきている市民・利用者の視点にたった「質の高い公共サービス」の提供と「職の確立」をはかるための現業職場活性化運動の取り組みをまったく評価しておらず、到底容認できるものではありません。引き続き交渉の強化が重要になっています。

７．現業職賃金の動向が、臨時非常勤等職員や委託労働者の賃金にも影響を与えています。引き続き、地域公共サービスを担う労働者との連携・組織化を推進し、労働条件の底上げをはかる必要があります。

８．新規採用の条件に、行政二表の導入を求める当局もあります。これからも、現業・非現業賃金に格差をつけさせない取り組みを行わなければなりません。
【現業公企統一闘争の推進】

９．基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任に基づいた質の高い公共サービスの確立」とし、取り組みの指標として、①現業職場の直営を堅持し、公共サービスの拡充と質の向上に向けた人員と予算の確保、②職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をはかる、を掲げサービスの質と仕事の価値を高めてきました。

10．現業公企評議会がない単組や、現業組合員がいない単組においても取り組みを積極的に行い、地域公共サービス職場労働者の組織化の推進や、労働諸条件全体の底上げをはかる取り組みとして提起してきました。また、地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し市民との協力関係を一層構築する必要があります。

11．全道総決起集会で、2012年に行われる公務員制度改革の学習会を開催し、闘争体制の確立と課題について意思統一をはかるため、取り組みを行いました。

12．基本組織と連携し秋季闘争全体の戦術配置の中に位置づけ、闘争の山場を賃金確定闘争と同日として取り組みを行いました。また全地方本部で賃金確定闘争時に合わせて総決起集会を、開催するべく統一闘争に向けた闘争課題の提起と取り組みの意思統一をはかってきました。しかし、現業・公企職員が減少しているなか、従来の規模で集会を開催する事が難しい地方本部も多くなっています。また、臨時・非常勤等職員や、委託職場に関する要求もあることから、基本組織の参加も必須になっており、より多くの組合員が結集することができるよう集会の開催形態に工夫が必要です。

【現業活性化の取り組み】

13. 質の高い公共サービスを供給していくために、タテ型行政からヨコ型行政へ、それにともなう人的ネットワークの形成や、担っている現業職員の意識向上と職責の変化への柔軟な対応が一層求められます。職場を中心に施策形成に参加する取り組みを進めた活性化の構築のため、「自治労現業評価委員会最終報告」を活用し、集会・学習会等で議論をする事が必要です。

14． 現業職場活性化運動の取り組みとして、①札幌市労のスクールフェスティバルでは現業職員の仕事紹介、②今年初となる旭川のクリーンセンターフェスタでは、木工工作・「きれいな旭川を守れ！」と題したショー、手作りゴミステーションの展示など、公共サービスの質の向上をめざした取り組みがおこなわれました。今後も、継続した取り組みが求められます。

【現業公企評議会の組織強化】

15. 現業公企職員の減少で、単組単独での評議会運動が困難な状況になってきています。地域単位の現業評議会＝ブロック現評（仮称）の立ち上げ議論をする必要があります。基本組織と連携した取り組みの強化が一層求められます。

16. 職種別全国集会などに積極的に参加し、条件や経験の交流、課題と方針の豊富化をはかってきました。めまぐるしく変わる情勢の変化に対応していくためにも、参加体制の強化と、「現業・公企ニュース」の発行・道本部ホームページの活用や、全道労働者集会、各地方本部の労働者集会では職能別に議論の場を設け、職種別課題の共通認識を持てるよう取り組んできました。今後も道本部ホームページを活用した情報の共有化をはかるとともに、職種別の課題について横の連携を強化する取り組みが求められています。
【公企運動の推進】

17. 統合的な流域管理を通しての健全な水循環・水環境の保全のため、中央本部と連携して「水基本法」の制定を求めてきました。関係各省府でも総合的水管理についての議論が活発化してきていますが、基本法制定は具体化するまでには至っていません。引き続き、良好な水循環、水環境を取り戻し、人類と生物が持続的に共存できるよう「水基本法」制定へ向けた取り組みが必要です。

18. 道本部では自治労水週間の取り組みとして、塗り絵コンテストの表彰を行いました。また、2010年８月１日の全道労働者集会では初の試みとして、公企分散会の中で水週間の一環となる、水の大切さを知る豊平川の水源（奥定山渓）への「水ツアー」を開催しました。これからも、水環境を守り育てる取り組みを引き続き強化し、単組独自の運動が求められます。

19. コスト削減を目的とした安易な合理化には、各単組からの迅速な情報提供を求める一方で、その実態について掘り下げた情報収集を行ってきました。しかし、公共事業の減少や定員削減計画などにより、技術系職員の退職者不補充が続いています。技術の継承問題もあることから、地域間による官官連携などについて議論を深めていかなければなりません。

20. 旭川で行われた下水道集会や、全道労働者集会などで「ライフラインの危機管理指針」を活用した学習会を行い積極的に参加して来ました。それぞれの自治体で作成された災害マニュアルの検証や、情報交換が求められます。
【環境・廃棄物関連労働者の組織整備】

21.「北海道環境施設ユニオン」の労働者が抱えている諸課題の共有化のため、交流を深めながら取り組み連携をはかってきました。今後も雇用不安をはじめ、労働条件の改善等に向けて具体的な連携・連帯が求められます。

【現業公企政策運動の推進】

22．具体的には、2010春闘における「2010年度自治体労働者の賃金・労働条件改善等に関する統一要求書」とともに、各単組の職場実態に応じて要求項目を付加し、学校給食・学校用務・清掃・水道・下水道職場を中心に「現業公企部門に関わる政策制度要求」を提出しました。

23. これからの取り組み方法などを構築するため、各単組に、現業公企部門に関わる制度政策要求取り組み結果報告を行いました。結果をふまえ、道本部現業・公企評議会幹事会で、統一要求の内容をさらに再考し、全単組で提出する項目の再設定や、自治体規模に合わせた取り組み方法が可能かなどを、再構築する必要があります。

【労働災害撲滅のための取り組み】

24. 2009年12月に行われた、現業公企コースの中で、危険予知トレーニング（KYT）の学習会を開催しました。「現業職場労災一掃集会」を発展させた、現業（職場）全体の労働安全対策の充実に向けた取り組みとして地方本部現評幹事と連携し、学習会の開催などが必要です。

25. 石狩地本の現業公企学習会、渡島・檜山地本労働者集会では、公共民間の仲間も参加し、危険予知トレーニング（KYT）を取り入れた学習会を行いました。これからも、職場で災害を出さない取り組みを広げることが求められます。
26．近年メンタルでの長期休務者も増加していることから、釧根地本の三評労働者集会では「働きやすい職場づくりのために」メンタル対策とハラスメントの学習会を行いました。今後も、この様な取り組みが求められます。
27. 職業病を出さない取り組みと、災害を認定させる取り組みが求められています。札幌市労では、集団で指曲がり公務災害申請を行い、認定されています。認定まで長期間となることからも、中央本部や、道本部労働安全衛生・職業病対策委員会とのさらなる連携が求められます。
12．女性労働者のたたかい
【男女平等参画社会創造の取り組み】
１．自治体での男女平等条例制定・計画策定状況について、北海道交渉で推進への要求を行ってきました。道内の市町村の策定状況は、条例14市町、計画34市町となっており、前年度と比較して新たに１市で条例制定、１市で計画策定となっています（2009年４月現在）。

　すでに策定済み自治体の単組は、条例・計画の活用と内容の検証、また未制定自治体の単組については、制定にむけて取り組みを強めることが必要です。

２．女性交流集会ではワーク・ライフ・バランスをテーマとした講演を行いました。また、講演に引き続き中央本部澤田副委員長、松澤女性部長を交えパネルディスカッションを行い、仕事と家庭の両立、公共サービスの担い手としてのあり方について、会場からの質疑も交え意見交換をしました。

　日本型雇用慣行である長時間労働、転勤・単身赴任を求める働き方が、ワーク・ライフ・バランスを妨げています。女性が働きやすい職場は、定時で仕事が終了でき、多様な価値観が尊重される職場であり、男性にとっても働きやすい職場です。誰もが働きやすい職場をつくるための取り組みが重要となります。

３．10年間の時限立法である次世代育成支援対策推進法が今年度から後半期に入るため、特定（一般）事業主行動計画の見直しが行われ、後期（第２期）計画が策定されました。この計画は、私たち働く者の仕事と生活の両立支援のための計画で、職場の環境整備や権利獲得の追い風となるよう実効性あるものにし、また、ワーク・ライフ・バランスを推進していくために、運動のあらゆる場面で計画との関連を検証し意見反映していくことが必要です。

４．基本組織と連携し「男女平等産別統一闘争」を推進すべく、女性セミナーの共通講座として「2010年度男女平等社会及び職場における男女平等の実現に関する統一要求」の学習を設定し、闘争に女性の声を反映し、基本組織とともに交渉に臨むよう働きかけを行ってきました。

　本年度は、「男女平等産別統一闘争」の必要性をより深く理解するために、性別役割分担意識について学ぶワークショップを全地方協共通講座として行いました。意識にすり込まれた性差別に気付くことで、課題を掘り起こし今後の男女平等要求に生かしていきます。

　

【働く権利と地方自治を守る取り組み】

５．基本組織の春闘討論集会に参加し、春闘情勢と公務員制度改革について組織全体の課題を把握してきましたが、依然として女性の参加者が少ないのが実態です。協約締結権回復後を見据え、しっかりと春闘に結集したたかうことが必要です。

６．育休取得の復職時完全調整について、道内で条例化をしている自治体は75．5％と昨年からみて大幅に増加しましたが、いまだ全自治体での条例化には至っていません（2010年３月末日現在）。せっかく整備された制度を職場で有効に活用していくために、すべての職場において条例改正されるよう取り組みを徹底していかなければなりません。

　また、女性の就業継続と男性の育児休業の取得促進を目的に、育児・介護休業法が一部改正されました。各自治体では既に条例改正されたところもありますが、まだされていないところはこれから改正にむけて取り組みが必要となります。

７．保育所、病院、福祉職場などでは、指定管理者制度導入などによる民営化や規模縮小などの合理化が進んでいます。これらについては当該職場のみの問題とせず、地域・公共サービス全体の課題として、職場全体で議論していく体制づくりが必要です。

　人勧期中央行動にむけて、青年部と共闘で「怒布」に取り組みました。短期間での取り組みでしたが、民間との較差を理由とした50歳台後半の給与引き下げ提案などに対して、108単組・総支部、95枚の「怒りの声」をぶつけることができました。今後も、すべての労働者の賃金・労働条件削減に対するたたかいを強化します。
【女性の労働権確立の取り組み】

８．12月から４月までを「女性のはたらく権利確立運動強化月間」と設定し、職場改善実態調査、権利実態調査を実施しました。調査結果から、女性組合員を職種別でみると一般職は約4割であり、多くは看護職などの技術職、また正規職員は約７割となっています。看護職の年休取得日数が他の職種に比べて少ないとういう実態や、勤務形態により仕事上のストレスが異なるという実態が明らかになっており、今後こうした女性組合員の労働形態にあわせた職場改善の取り組みが必要です。

　権利実態調査によると、道内でセクシュアル・ハラスメントの対策措置を実施している自治体は措置予定も含め、約38％と（10年３月末日現在）年々増加している状況ではありますが、女性部からも対策措置および実効性確保の取り組みにむけた働きかけが必要です。

９．労働強化の影響で、職場におけるストレスも高まり、健康上の問題による早期退職なども増加しています。職場改善実態調査では、42．7％の人が「定年まで働けない」「働きたくない」と回答しており、その理由として「仕事と家庭の両立が困難」「心身の健康上の不安」などがあげられています。

　厳しい職場状況であっても健康に働くために、必要な権利が行使できるような職場環境の必要性をあらためて確認していくことが重要です。

10．自治体現場では、臨時・非常勤等職員なしでは業務がまわらない現状となっているにも関わらず、低い賃金・労働条件で正規職員とほとんど変わらない業務を担っている実態があり、臨時・非常勤等職員の処遇改善は公共サービスの質を確保するためにも、非常に重要な課題です。これを踏まえ、幹事会で臨時・非常勤等職員の組織化の必要性について学習を行いました。

【くらしと平和、民主主義を守り、政治闘争に結集する取り組み】

11．７～８月を平和月間と設定し、「青年女性憲法フォーラム」への参加をはじめ、単組における学習会の開催を推進し、護憲、反戦平和の取り組みを進めてきました。

　また、道本部幹事会から実行委員を派遣している「いのちとくらしを守る全道女性集会」では、元拉致被害者の会副代表の蓮池透さんを講師に迎え、「対話と交渉なくして和解なし」と拉致問題の解決にむけ話されました。多くの女性組合員が参加し、平和な社会づくりに生かす学習をしました。

12．「青年女性オキナワ平和の旅」に参加者を派遣し、沖縄の戦争の傷跡と基地に囲まれた現状を視察してきました。また、上川地本で平和月間に取り組んだ「千羽鶴アート」を沖縄平和記念館に献納しました。

　女性交流集会において参加者報告を行い、平和やオキナワの状況について関心を高める機会となっています。今後は、せっかくの関心をその場限りのものとせず、次への具体的な取り組みにつなげていくことが求められます。

13．女性政治学習会では、相原久美子参議院議員を講師に迎えて政権交代後の社会情勢及び国会情勢について学習を行いました。国会議員の話を直接聞くことで政治に関心を持ったという声が多く、労働組合と政党が連携する必要性を学び、今後の取り組みへとつなげる機会となりました。学習会終了後、参議院議員比例代表候補予定者「えさきたかし」さんを迎え「えさきたかし女性応援団」の立ち上げを行い参議院選挙闘争勝利にむけ意思統一をはかりました。

　また、「えさきたかし」必勝折り鶴を全地本で取り組み、幹事会で千羽鶴を作成しました。「藤川まさし」参議院議員選挙区候補予定者には集会のなかで挨拶をいただき、候補者の支援につなげました。そのほかに女性部闘争委員会を立ち上げ、教宣紙「とうそうＮｅｗｓ」を４号発行してきました。

　しかし、こうした取り組みが結果に結びつかなかったことから、政治闘争の必要性を改めて全体で確認し、今後の取り組みに生かしていかなくてはなりません。

【女性が団結し､自治労運動を強化する取り組み】
14．政権交代による成果を学び、地域主権戦略における自治体のあり方、そして政治闘争の必要性について全体で学ぶために、女性部長・女性担当者会議において本部石上総合政治政策局長を講師に迎え、「政権交代と政治闘争」と題した講演を行いました。マスコミ報道では伝えられない民主党政権の成果を知り、政治闘争の意義を再確認することができました。

15．地本役員の学習の場として開催した女性セミナーでは、共通講座のほかに各地方協でそれぞれ企画した講座を設け、労働運動への関わり方や自治労共済の学習、ディベートによる交渉力の強化などを行いました。また、分散会は地方本部役員同士の情報交換の場となり、運動の課題を明確にする有効な機会として成果を上げています。

　幹事会では毎回道本部役員を講師に迎え、臨時・非常勤等職員の組織化、改正育児・介護休業法、教宣紙の作り方、人勧情勢などさまざまな学習を行ってきました。

　そのほか、本部の女性リーダーセミナーや女性労働学校に道本部幹事や地本役員を派遣し、人材育成をはかっています。

16．「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」に基づき、基本組織・青年部との連携を推進してきましたが、基本組織の会議への女性参加率は目標の20％に満たず、10％程度を推移しています。基本組織の集会参加は執行部役員が優先されることや、一部の女性に偏る重複参加が多いなどといったことが低い割合の要因と考えられます。

　基本組織や青年部で役員を担う女性も徐々に増えてきていることから、今後も基本組織、青年部と連携し、人材育成の視点を持って運動を進めていくことが必要です。また、女性が参加しやすい体制、運動のあり方について意見反映をしていき、組織全体で検討していくことを求めていきます。

17．組織強化委員会では、第８次女性部組織強化方針の前期総括議論を行い、後期の重点課題を明らかにしてきました。そして、女性部運動の視点のみならず、組織全体の課題や、長期的な視点に立った女性部運動の強化をはかるための助言を行いました。

　引き続き組織強化委員会を活用し、女性部運動の推進をはかることが必要です。

18．各単組・総支部と情報の共有化をはかるために教宣紙「ネットワーク」を８号発行し、集会報告、紙面学習などを行ってきました。そのほかにもビデオなどの学習資料をはじめとした情報提供を行い、地本、単組での学習会を推進してきました。

　法改正の周知など、今後も情勢に合わせた迅速な情報発信が求められます。

【交流連帯の取り組み】

19．連合女性委員会に役員を派遣し、他産別の女性とともに、男女平等社会の実現にむけて取り組んできました。

　また、「いのちとくらしを守る全道女性集会」実行委員会に役員を派遣し、集会の取り組みを通じて交流・連帯を深めてきました。
13．青年労働者のたたかい
【組織強化】
１. 青年部は、次代の自治労運動を担うために「学習・交流・実践」を運動の柱とし、各種行動での大衆闘争を通じて、青年層の意識高揚をはかり、あらゆる運動を組織強化の視点で取り組んできました。

２．青年部では、地方本部、単組・総支部での青年部組織の存続・確立と強化を進めていますが、11地方本部では青年部組織が確立されています。渡島地方本部・檜山地方本部の２地方本部では青年女性（婦人）部として活動を続けています。

　道本部はもちろんのこと、地方本部、単組・総支部段階でも、この間の運動の総括を行うとともに現状を踏まえ、組織強化をはかるために何が必要か、今後の運動をどのように進めていくのかを討論し、全地方本部で組織強化方針の策定・見直しを進めながら、具体的な実践につなげてきました。引き続き、単組・総支部の現状から地方本部段階の具体的な実践に向け、全地方本部での組強方針の策定・見直しが求められています。

３．活動家の育成や仲間づくりを進めるために、青年部として学習会やレクリエーション活動を進めてきました。

　特に、新入組合員の学習や交流の場として、労働学校・新入組合員学校を地方本部青年部が主体的に運営し、積極的に取り組みを進めてきました。また、各単組・総支部では新入組合員学習会・歓迎会やスポーツ交流など独自の取り組みで仲間づくりを進めてきました。道本部では、道本部学校青年コースを青年部が主体的に運営することで、活動家の育成に結びついています。

　ここ数年、退職者数には満たないものの、新規採用・中途採用が微増の傾向にあるなかで、採用まもなく、運動の経験も少ないまま、単組や地方本部の役員を担い、苦労している仲間も数多くいます。引き続き、次代を担う活動家の育成のため、各種集会等を主体的に取り組む必要があります。

４．2004年の総会以降、青年部組織の今後のあり方について議論を進めてきました。単組・総支部では青年部員の減少に対し、年齢引き上げや存続について、あらゆる視点で議論を継続してきました。青年部員数が減少した場合の単組体制のあり方の統一的な考えは示しきれていませんが、会議や予算の持ち方など工夫した取り組みを進めるなど、存続問題は単組・総支部、地方本部、道本部で連携した協議を行いながら進めることを確認してきています。

　また、独自で存続できなくなった単組に対しては、地方本部が受け皿となっていくことを確認してきていますが、関わり方の具体的な方針が示しきれていないのも実態です。しかし、青年部が存続できなくなった単組に対してのオルグや近隣単組と合同での学習会や怒布行動の実施、ブロックごとの学習会や交流会を重ねるなど、積極的な取り組みを進めている地方本部もあります。

　今後も、創意工夫した取り組みから、生活・職場実態をもとに青年部運動・労働運動の意義や目的を学び活動家育成を進め、自治労北海道のさらなる強化に向けて、青年が主体的に議論していくことが必要です。

５．青年部第10次組織強化方針の実践により、丁寧な運動を進めながら、道本部、地方本部、単組・総支部における青年部の組織強化をはかってきました。

　「男女がともに担う青年部」づくりに向けて、道本部幹事会ではこの間５地方協からの女性幹事選出を進めてきました。今年度は地方協枠での選出はできませんでしたが、地本枠で1人の女性幹事が選出されています。役員の男女比率では、道本部、地方本部の四役・幹事の割合は依然として低い状況もあり、引き続き、四役・幹事への女性配置、集会等への女性の参加を増やすために、課題や改善策を議論していく必要があります。

【賃金闘争、反合理化闘争】

６．青年部は、春闘討論集会を開催する中から春闘期、人事院勧告期、確定闘争期へとつなげていく通年賃金闘争サイクルの確立をめざして運動を展開してきました。また、春闘期には「地本一企画」に取り組み、地方本部機能の強化から産別自治労としての運動強化をめざしてきました。春闘期や確定期では青年部統一要求書行動をきっかけに、仲間との討論や要求書の作成、交渉の実践と到達状況はありながらも、職場・生活実態にこだわった運動の展開を進める単組も一部あります。

　しかし、多くの自治体が財政難のなか、賃金がバラバラにされ、周りの状況も見切れず、今ある賃金でやりくりしていくしかないという意識が強まっています。また、集会等では不満や不安の声も多くでるものの、なかなか単組総支部、職場での運動に結びついていない現状もあります。今後も、学習や交流を強化し、生活・職場実態に依拠した青年部としての「ゆずれない要求」の確立が必要となってきます。

７．７月の人事院勧告期の中央行動に向け「怒布」を取り組み、108単組総支部95枚を集約し人事院に怒りの声をぶつけて来ました。これらの取り組みで集めた仲間の声を無駄にすることなく、確定期に向けて賃金に対する取り組みを強めていかなければなりません。

８．職場では、人員削減に伴う課・係の統廃合から、スタッフ制の導入が一層進められ、個々人への仕事の量も責任も増しています。また、財政難による不払い残業が強いられています。青年層は休暇も取得しにくく、膨大な業務量により、働き続けることに不安や不満が蓄積するばかりか、働きつづけることができない仲間が増えています。そうしたなか、強烈な不公平感と報われない思いが仲間の働き方に目が向いてしまい、能力・実績賃金を安易に受け入れる気分につながっています。

９．自治体の財政悪化と地方行革などによって合理化攻撃が年々強まる中、第17回自治労青年女性中央大交流集会、第12回地方協別夏期交流集会を開催し、大衆的な学習・交流をおこなってきました。「職場レポート」等を使った生活・職場実態討論を確定期に向けて、一層強化し、青年部統一要求闘争と結合させ、青年部独自要求書行動につなげて行くことが求められていますし、青年部運動の組織強化をはかっていかなくてはなりません。

【反戦・平和、政治闘争、共闘運動】

10．反戦平和闘争の強化に向けて、青年部として「ピースカンパ」を主体的に取り組み「被戦地オキナワ青年の旅」「原水禁世界大会」へ仲間を派遣し、参加者の報告活動などを通じて、反戦平和と憲法改悪を許さず、憲法理念を活かしていくことへの青年の意識高揚と取り組みの強化をはかってきました。

11．政治闘争では、道本部青年部として政治集会を開催し、「政治＝選挙」ではなく、生活・職場から政治を考え、政権交代を実現した今だからこそ、実現した社会や政策を考え、青年が主体的に声を出していくことを追求してきました。しかし、単組・総支部段階では「なぜ政治闘争をするのか？」という議論がないまま選挙期間中のビラ配りなどの具体的行動だけが先行し、「政治＝選挙」という意識は根強く残っています。道本部・地方本部段階だけではなく、単組・総支部段階でも通年して生活・職場実態から政治闘争を考え、取り組みを強化しなければなりません。

12．「反核平和の火リレー」「平和友好祭典」では、産別を超えた青年労働者との学習や交流を深め、反戦・反核の取り組みの意義をあらためて確認し、地域住民とともに核と戦争のない平和な社会の重要性を共有してきました。「反核平和の火のリレー」運動ではこれまで関わりを持てていなかった青年との交流、全道179自治体すべてに火を通す取り組みから、未組織・未加盟自治体の青年との交流もはかってきています。

　青年部では産別・地域・身分を超えた運動を通じて、幌延の深地層研究センター建設や、プルサーマル計画、さらに憲法改悪阻止や国民投票法、教育基本法改悪など、私たちを取り巻く情勢について認識を深め、戦争や核の恐ろしさを学習し、取り組みへとつなげてきました。

13． 地域での青年労働者の学習と交流の場として、共闘運動や連合運動を積極的に取り組んできました。共闘運動では、平友祭や反核平和の火リレー実行委員会に役員を選出し、主体的に取り組んできました。

　また、連合北海道青年委員会でも春闘期のスプリングフォーラムやユースラリー等の取り組みを通じて、学習と産別交流を進めてきています。

　官民を超えた青年労働者の結集から、地域における青年運動の確立に向けて、地本や単組総支部が積極的に組織立ち上げに取り組み、結成につなげてきました。引き続き、連合青年委員会等に結集し、地域の青年労働者との学習・交流を深める必要があります。
14．情宣・教育・学習・文化・スポーツ活動の取り組み
【教育・学習活動の強化】
１．2010年度の道本部学校は、下記のとおり開催しました。

①衛生医療コース（12月21日、56人）

②社会福祉コース（４月21日、50人）

③現業公企コース（12月４日～12月５日、56人）
④女性セミナー（３～５月、４カ所、118人うち男性５人）

⑤青年コース（７月16日～18日、26人うち女性１人）

⑥労働安全衛生活動家養成講座（９月18日、47人）

⑦アクティブコース（８月20日～22日、24人）

　リーダーコースは未開催でしたが、情勢に即した課題や日程を設定し実施する必要があります。

〈衛生医療コース〉

　医療情勢の周知と対応・共有化に重点をおいてこの間、開催してきました。制度政策など（ガイドラインなど）を中心に組合と組合員の当局への対応など一定程度理解深めることができました。しかし、労働環境が年々厳しくなるとともに看護職を中心に参加者人員が少なくなり、毎年同じメンバーが参加しています。今後の課題は広範な組合員に呼びかけ、衛生医療運動への積極的参加を促すことと、各地本段階の評議会体制の構築をめざします。

〈社会福祉コース〉

　「社会保障施策の問題と課題」をテ－マに開校しました。制度施策を中心に講演を受け大変有意義でした。しかし、参加者は社福評幹事が中心であり、今後いかに幅広い人材育成の視点で運動の広がりをつくるかが課題として残りました。

〈現業・公企コース〉

　各単組の実例報告を見・聞きすることで、職の確立と活性化、労働災害の撲滅を行うことをめざしました。「自治体職員としての危機管理」「労働安全衛生活動に向けて」では、グループワークを行い課題解消と、共通の認識を持つことができました。これからも、各自が単組に持ち帰り、仲間に広げていく講座をつくって行きます。

〈女性セミナー〉

　男女平等産別統一闘争の推進と、役員としての資質向上を目的としています。今年は共通講座で固定的性別役割分担意識に気付くグループワークを行い、産別統一闘争の必要性を確認することができました。今後も、人材育成を視点においた、参加者が興味を持てる講座の設定を行っていきます。

〈青年コース〉

　「担い手の育成」と「独自要求闘争の実践」をテーマに、要求づくりや模擬団交、教宣講座を行っています。実際には、要求づくりや交渉への参加をした経験がない青年も多く、今後も単組運動の強化に向け、貴重な学習の場としなければなりません。
〈労働安全衛生活動家養成講座〉

　労働安全衛生活動家養成講座は、「メンタルヘルス」問題で職場復帰の学習会を取り入れ認識を深めました。
〈アクティブコース〉

　名称変えて、昨年から再開した人材育成・リーダーを養成を目的にしたアクティブコースは、「手をさしのべられる地方本部や単組であるには」を含む６つの講座を設定し開催しました。３日目は、公開講座として「男女共同参画」と「政治課題」をテーマに学習しました。すぐ実践につながる内容として、参加者に有効なものでした。
　単組連続学習講座は開催されませんでしたが、アクティブコースとともに実施方法の見直しや内容の検討など、さらに充実した内容での実施に向け具体的に取り組んでいかなければなりません。

２．組織強化方針にあるように各機関の人材育成、リーダーの養成は、自治労道本部として最も重要な組織課題です。現行の道本部学校各コースの内容充実とともに、道本部学校運営委員会などを通じ、本来の目的を道本部全体で確認し、今後の単組、地本および道本部の各級機関を担う人材の育成に努めることが必要です。

【教宣活動の強化】

３．組合員に一番身近な情報は、当該単組が発行する機関紙です。これまで郵送で送られてきているほかメールでデータを送信してくる単組・総支部がふえてきました。各単組定期発行の実態が把握に努め、全単組が発行できるしくみづくりが必要です。

４．各地方本部においても、定期的な機関紙発行で単組・総支部間の情報提供などに努めなければなりません。

５．機関紙「自治労北海道」は、月３回（第３種郵便物認可）の定期発行と課題に応じた号外の発行をめざしました。

　2009年度から各地本における通信員制度で月１～２回職場だよりの記事を掲載することが定着してきました。また、昨年に引きつづき、単組から直接記事が寄せられて紙面掲載するがことができました。今後も、各部局の取り組みなどを周知し、かつ全道的な情報収集をすることが必要です。

　機関紙編集委員会は開かれませんでしたが、課題に応じた内容について検討、議論し、担当者を決めて取材・記事づくりをするなど充実した特集号（男女がともに推進委員会、自治労共済）を発行することができました。さらに、読まれる機関紙をめざした紙面の充実はもちろん、レイアウトの工夫に努めなければなりません。

６．機関紙は1962年に2010年６月１日付けで発刊して以来46年を経て2000号に達成しました。「もうすぐ2000号」を14回連載して歴史を振り返りました。2000号記念して組合員が参加する「うれしい一瞬」携帯電話写真コンテスト実施し、22人に賞品を贈りました。

７．組合員への迅速な情報提供を目的として2005年に、ホームページ（ＨＰ）「自治労北海道」を開設し５年が経過しました。トップページには、市民向けの情報を掲載し、【組合員・単組専用】ページでは本部情報、道本部、地方本部、単組、総支部のあらゆる情報を迅速に更新しました。機関紙上でのＨＰの宣伝や各種集会や学習会での説明、また、単組オルグ時の呼びかけ効果で、月１万人を超えるアクセス数が定着しています。特に闘争時などは増加傾向にあり、組合員の関心の高さが読み取れます。しかし、その反面、ホームページの存在を知らない組合員や、パソコンで見ることができない組合員も存在していることから、依然として機関紙の役割もきわめて重要です。今後は、ホームページの存在やどんなことが載っているのかを組合員全体に広めるための学習会や宣伝が必要です。掲載するコンテンツの検討や、身近な職場の話題などを、全道から広く集める工夫が求められます。

８．第11次組織強化方針で計画された発信文書や各種議案、資料などを必要な時に利用できる単組・組合員専用ページに「道本部ネット」を開設しました。2010年度は地方本部の使用に限定していますが、将来的に全単組でインターネットを利用できる環境をづくりが必要です。

９．今年度は、地方本部、単組、総支部から届く教宣紙をＨＰにアップすることで「教宣紙の作り方がわかった」「わかりやすい内容だったので参考にした」などの感想が寄せられ双方向の情報交換が可能になり教宣の技術向上につながりました。日常的に各単組教宣紙の交流をすすめなければなりません。

【文化・スポーツ活動の推進】

10．道本部写真・まんがコンクールは、参加者の固定化、出品数の減少傾向にあります。人材の発掘と幅広い文化活動など日常的なネットワーク化が課題です。さらに中央本部や労文協などが主催するコンクールとの結合が必要です。

11．第44回全道自治体職員等野球選手権全道優勝大会を稚内市で28チームの参加により開催しました。また、第32回全道自治体職員等女子バレーボール選手権全道優勝大会を旭川市・鷹栖町で12チームの参加により開催しました。

12．近年、スポーツ大会は、職員の減少や平日に休みを取りにくいなどの理由から、参加が厳しくなってきている現状を受け、2006年度から大会のあり方について検討をはじめ、2009年度から大会日程を土日中心に見直して全道大会を運営してきました。
15．労働者自主福祉活動の推進
【自主福祉活動の推進】
１．第49回定期大会で、自治労北海道本部組織強化・拡大第11次長期計画が決定され、合わせて、自主福祉活動による組織強化・拡大と組合員の生活を守るたたかいの強化をめざし、労働者自主福祉活動の推進にむけた「自治労共済加入推進計画」が決定されました。

２．この方針は、自治労の産別共済である自治労共済の加入推進計画を中心としながら、労働金庫・全労済・住宅生協・医療生協を含めた、総体的な取り組みによる「生活設計見直しの運動」を推進することとしています。

３．自治労、そして組合員と家族を取り巻く環境があらゆる面で厳しさを増すなか、家計の見直しによる可処分所得の確保など生活を守る取り組みが重要となってきており、自治労の組織強化・拡大の取り組みとあわせて、自主福祉活動の果たすべき役割が増してきています。

４．道本部は、第44回定期大会以降、自主福祉活動推進委員会を設置し、総体の運動強化をめざしてきました。今後においても、道本部総体の加入推進体制づくりを進めるとともに、加入推進計画に基づく具体的な取り組みの強化をはからなければなりません。
【加入推進運動】

５. 団体生命共済は、第11次組織強化方針により、本年度も2010春闘期に40単組・加入団体学習会を提起し、29単組631人参加（昨年19単組462人参加）で開催されました。また、道本部青年部幹事会をはじめとし、十勝・渡島地方本部では、青年部学習会が開催され100人の参加がありました。結果、例月で65人（昨年48人）、７月更改継続募集の４月期で、158人（昨年155人）の新規加入がありました。10月更改継続募集時にも４単組で学習会が開催され、79人（昨年78人）の新規加入がありました。また、広尾・鹿追・幕別町職でスポット募集（３月１日発効）の取り組みも行い、５人の新規加入があり、結果、昨年の大会以降、全道庁労連259人（昨年234人）、札幌市共済センター49人（昨年22人）の新規加入も含め、610人（昨年529人）の新規加入となりました。

　さらに、2010春闘期には、長期共済の新規加入・増口の取り組みも行い、54単組・加入団体166人の新規加入と多くの増口を達成することができました。次年度以降も自治労団体生命共済のメーン化と退職後の保障確保の長期共済の加入拡大の取り組みを進めていかなくてはなりません。

６．若年層の基本型に対する加入率は団体生命共済・自動車共済ともに中高年層より大きく下回っており、今後の安定した運営のためにも若年層の加入推進は重点対策の最重要課題です。従来の単組新入組合員学習会や青年部地本別春闘討論集会のほかに、単組青年部（青年女性部）や地方本部青年部の学習会の開催など取り組みは行っていますが、大きな成果とはなっていません。引き続き、道本部青年部と連携し、若年層対策の重要な柱として学習会の取り組みを進めていかなければなりません。

７．退職後の継続加入は、退職者会に加入することが条件です。退職者会の結成されていない単組の退職者も退職者会北海道支部に個人加入が認められ、現在48人（昨年42人）が共済の継続利用をしています。さらに退職者継続に向けた、退職者コードの取得も95単組(昨年94単組)と昨年より１単組増加（昨年６単組増加）しました。自治労共済の安定運営には、退職者の継続加入は大変重要です。引き続き、退職者の継続加入を積極的に取り組まなくてはなりません。

８．自動車共済は、721台（昨年750台）の新規加入となりました。一昨年制度化された、愛車ワイド型付帯制度には575台（昨年348台）の加入となっており、そのほとんどが若年層という状況です。改めて、車両保険の要望が多い、若年層に働きかけ、愛車ワイド型付帯の自動車共済加入を中心に、加入拡大を進めなくてはなりません。

９．火災・自然災害共済は、全労済と連携したオルグ・斜里町方面降雹被害の教宣特集号により、火災816名98,379口の増加、自然災害1,871人108,698口の増加となりました。火災・落雷・風水害・地震から盗難までワイドに保障され、損害を「再取得価額」で認定など制度の優位性を生かし、加入拡大を進めていかなくてはなりません。

10．総合共済基本型は未加入単組の加入と公共民間労組で３単組222人の新規加入があるものの、総体的には自治労組合員数と同様に1,006人（昨年2,781、一昨年3,037人）の減少となりました。

11．自治労共済への加入者を増やして組織共済を強化することは、道本部・単組の組織強化・組織財政にも大きく貢献することとなりますし、スケールメリットを高めることは、制度の優位性の確保も可能となり既加入者にとっても大きなメリットとなることから、組織総体での加入推進に取り組まなければなりません。

【事業運営の改革】

12．新事務システムは、2009年６月開催の第100回総代会において、新事務・システムの総括を行い、設計当初掲げた目標に対する到達状況を確認するとともに、残課題、および今後の対応方針を明らかにしました。引き続き、単組における掛金送金、申請書の都度送付、マニュアルによる例月処理の事務ルールを守ることが重要です。現在も例月事務処理ルールが守られず、遡及処理依頼書を提出している単組が多くあることから、事務担当者会議を開催し、対応していかなくてはなりません。

【自治労共済の全労済への統合について】

13．中央本部は第81回定期大会において、自治労共済の全労済への統合を決定しました。この決定に基づき、2009年９月18日、自治労共済と全労済は「統合に関する基本合意書」および「統合に関する基本合意書に関わる覚書」を締結し、2009年10月６日に「全労済・自治労共済統合準備委員会」を設置し、統合に向けた諸課題の検討・協議を実施しています。全体の進捗状況・協議状況について、機関会議で報告してきました。

【全労済・労働金庫・住宅生協・医療生協など労働福祉団体との連携】

14．北海道労済運動推進会議は、「こくみん共済」「自賠責共済」「火災・自然災害共済」の３共済を重点共済に加入推進を展開してきました。自治労としては競合しない自賠責共済を中心に加入拡大に取り組み、656件の目標に対し、490件の加入がありました。内、満期継続については、253件に対し、147件58.1％の継続率となっていることから、満期継続の強化を図っていく必要があります。スクラム共済の「７万人回帰」については、豊頃町職・中川町職労・知内町職・厚沢部町職・斜里町労連で新規加入はあったものの、加入目標に達しませんでした。

15．労働金庫・住宅生協・医療生協などの、労働福祉団体と一体となって生活改善・生活応援の取り組みを進めてきました。

　労金運動では、引き続き「はたらくもののメーンバンク労金」としての取り組みをさらに進め、退職後の生活設計の一助としての労金活用を、単組の協力を得てさらに進める必要があります。

　また、労働金庫全国合併「日本労金」設立に伴い、経営基盤の強化の一方で地域店舗削減の動向など不安要素もあることから、組合員が安心して利用できることを第一義として意見反映することが必要です。

16．住宅生協・医療生協との連携として、組合員に安価で良質な住宅の提供や、安心できる医療を提供するために機関紙「自治労北海道」での情報提供や、パンフレットの配布を行っています。今後とも、労働福祉団体と連携して取り組みを強化することが重要です。




















































第49回定期大会　　421人（男性373　女性48）  11.4％


第109回中央委員会　336人（男性302　女性34）  10.1％


第110回中央委員会　328人（男性295　女性33）  10.1％


第50回定期大会　　589人（男性523　女性66）  11.2％


第111回中央委員会　321人（男性294　女性27）   8.4％


第112回中央委員会　332人（男性307　女性25）   7.5％





＊地方自治法244条２の５　「指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。」


　公の施設の指定管理期間が３年もしくは５年が多く、短期であるため長期的な視点で企画・立案や安定的に労働者を確保できない状態にあります。このため、期間については複数年を設定できるよう求めています。

















